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＜解説＞

抄録
ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ (UHC) は「すべての人が，生涯を通じて，健康増進から予防，

治療，リハビリテーション，緩和ケアに至るまで，必要な医療サービスに，その費用を支払うことに
よる経済的困難を陥ることなくことなくアクセスできる状態」であり，持続可能な開発目標（SDGs）
の中心的な課題である．グローバルな協調の中，近年，必須保健サービスへのアクセスは全体的には
改善してきた．しかし，家計の過度な自己負担の増加，地域格差，社会的格差はいまだに残存している．
公衆衛生看護（Public Health Nursing） は，住民参加，多職種協働をもとに， 基本的な公衆衛生機能
として中核的役割を担い，個人・家族・地域に根ざした予防・健康増進・危機対応を通じUHCに大
きく貢献している．今年は，国際保健機関（WHO）/ 国際看護師連盟（ICN）が「State of the world’s 
nursing 2025」を公表し，その中でも，UHC実現に向け公衆衛生における看護への期待が示されている．
一方で，公衆衛生看護のグローバル・ヘルスへの貢献を促進させ，可視化のための課題も多く残って
いる．国際的に比較可能なコンピテンシーの枠組みが確立されていないことや，国際的なネットワー
クが限定的であること，公衆衛生看護の人材データが未整備であること，看護職の政策参画が限定的
であること，があげられる．地域で包括的な健康管理や健康危機対応などを科学的根拠に基づき実践
する日本の保健師活動は，公衆衛生看護モデルとして国際的示唆を与えることが可能であり，今後は，
日本の保健師の実践モデルや人材育成体系を国際的に共有し，世界における公衆衛生看護の UHC 推

特集：公衆衛生看護の未来 ―持続可能な地域保健への挑戦―
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I．はじめに

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（Universal Health 
Coverage: 以下UHC）は，すべての人が必要な保健・医
療・リハビリ・緩和ケア・健康増進サービスを，十分な
質で，サービスへの支払いによる経済的困難に陥ること
なく，受けられる状態[1]を指し，持続可能な開発目標
（Sustainable Development Goals: 以下SDGs）の達成に
向けた中心的課題である[2]．保健サービスが公平に行
き渡るためには，地域格差や脆弱な人々への配慮が不可
欠であり，そのための保健人材の役割がますます注目さ
れている．
公衆衛生看護（Public Health Nursing）は，個人・家

族・地域を対象とした保健活動を通じて，住民の健康の
保持・増進を図る専門領域として，UHC実現に向けて
大きな潜在力を有している[3]．看護職は保健システム
の中でも最大規模を占める人材であり，一次予防から三
次予防に至る幅広いサービスを提供するだけでなく，地
域社会に根差した活動を展開している．2025 年に，5年
ぶりにWHOよりState of World Nursingが発刊され，看護

職が教育，雇用，リーダーシップ，サービス提供の 4分
野において，UHCを含めた保健関連のSDGsへの看護の
貢献として，ヘルスプロモーション，ライフコースに沿っ
た保健サービスの提供，健康危機対等を含めた基礎的な
公衆衛生機能の強化を通じて，看護が人々の健康とウェ
ルビーイングに寄与する重要性が強調された[4]．本稿
では，UHCの進捗と課題を俯瞰し，UHC実現に向けた
公衆衛生看護の役割を整理し，その実践がどのように
サービス・カバレッジの拡大，健康格差の縮小，そして
持続可能な保健システムの構築を通して，UHCの実現
に寄与するかを考察する．さらに，公衆衛生看護がグロー
バル・ヘルスへ貢献するための今後の課題と展望を示す．
なお，本稿では，各国での公衆衛生看護を担う人材の名
称が様々であるため，公衆衛生看護師，地域看護師，保
健師，看護師と複数の単語を使っているが，公衆衛生看
護を機能として考え，文献や資料のレビューに努めた．

II．ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）
の進捗と課題障害者雇用の状況

進への貢献を強化することが求められる．

キーワード： 公衆衛生看護，保健師，グローバル・ヘルス，ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ
（UHC），プライマリ・ヘルス・ケア（PHC）

Abstract
Universal Health Coverage (UHC) is defined as a “state in which all people have access the guality 

health services they need, from health promotion to prevention, treatment, rehabilitation, and pallia-
tive care, throughout their live, without suffering financial hardship due to paying for those services,” 
and constitutes a central agenda of the Sustainable Development Goals. Globally, in the context of 
strengthened international cooperation, access to essential health services has generally improved in 
recent years. However, excessive household out-of-pocket expenditures, as well as regional and social 
disparities continue to persist. Public Health Nursing (PHN), based on community participation and 
interprofessional collaboration, plays a core role as an essential public health function and contributes 
significantly to UHC through preventive care, health promotion, and crisis response rooted in individu-
als, families, and communities.

“State of the World’s Nursing 2025” was published by World Health Organization/ International Coun-
cil of Nursing this year, which also highlights the expectations for nursing in public health to achieve 
UHC. Meanwhile, challenges remain in promoting the global contribution of PHN and making it visible. 
These include the absence of internationally comparable competency frameworks, limited international 
networking, insufficiently developed workforce data on public health nurses, and limited participation 
of nurses in policy-making processes. Japan’s public health nurses (Hokenshi), who implement compre-
hensive community health management and health crisis management and response, etc. based on sci-
entific evidence, can provide valuable insights as a model of public health nursing practice. It is essential 
to share Japan’s practice models and human resource development frameworks internationally, thereby 
strengthening the contribution of public health nursing to the advancement of UHC worldwide.

keywords:  public health nursing, Hokenshi, global health, universal health coverage (UHC), primary health 
care (PHC)
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1．UHCの定義と目標
上述したとおりUHCとは，すべての人が必要な保健・
医療・リハビリ・緩和ケア・健康増進サービスを，十分
な質で，サービスへの支払いによる経済的困難に陥る
ことなく，サービスを受けられる状態を指す[1]．WHO
は，そのフレームワークとして，1誰がカバーされるか
（人口のカバレッジ），2どのサービスがカバーされる
か（サービスの幅と質），3どの程度費用がカバーされ
るか（財政的保護）の三つの次元を含み，これを「UHC
キューブ」と整理した（図 1）[5]．UHCは単なる医療
保険制度の普及ではなく，プライマリ・ヘルス・ケア
（Primary Health Care; 以下PHC）を土台に，予防から
治療，慢性疾患の管理，リハビリテーション，エンドオ

ブライフまでの連続性を確保する総合的な保健システム
構築の目標につながるものである．
持続可能な開発目標（SDGs）では，目標 3「すべての
人に健康とウェルビーイングを」において，ターゲット
3.8 がUHCの実現を掲げている[2]．ここでは，⒜必須保
健サービス・カバレッジ指数の向上と，⒝医療費による
家計の破綻（家計支出の過度な自己負担）の減少を目標
としている．具体的に，⒜では，14 の必須保健サービ
ス（表1）のカバー率をもとに，それらを統合したUHC
サービス・カバレッジ指数を算出し，評価をしている
[6]．⒝については，世帯収入の 10％もしくは 25％以上
を医療費にあてている世帯の割合を指標とし，その評価
をしている[6]．

2．国際的な進捗状況と地域間や社会的な格差
過去十数年で多くの国がUHCに向け法制度や財政の
枠組みを整え，一次医療の強化や医療保険制度の統合を
進めてきた．結果として，母子保健，予防接種，HIV/結
核/マラリア対策，非感染性疾患の基本的なケアなどの
サービス利用は世界的に改善している[7]．一方で，進
捗は地域間でばらつきがあり，同じ国内でも，所得レベ
ルにより格差も残されている[8]．図2は，⒜必須保健サー
ビスのカバレッジ指数と，⒝医療費による家計の破綻（家
計支出の過度な自己負担）を組み合わせて，WHOの地
域別に，2000 ～ 2019年の進捗をみた図である[7]．右上
にいくほど理想的な状態⒜必須保健サービスのカバレッ
ジが高く，⒝医療費による家計の破綻（家計支出の過

直接費用：費用のうち
カバーされる割合

サービス：対象となる
サービス

対象人口：誰が対象となるか

現在の
集められた資金

他サービ
スも含む

分担金
と費用
の減少

対象者の
増加

図1　UHCキューブ [5]

表1　ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ　サービス・カバレッジ指数の14指標 [6]
指標 定義

リプロダクティブ，妊産
婦，新生児，小児の健康

家族計画 生殖年齢（15～49歳）で結婚・パートナーがいる女性※のうち，現代的な避妊法で
家族計画のニーズが満たされている者の割合

妊婦ケア 特定の期間に生存出産した15～ 49歳の女性のうち，4回以上の妊婦健診を受けた者
の割合

小児予防接種
小児の治療

3種混合（DPT）の3回接種率
急性呼吸器感染症の症状（速い呼吸または困難な呼吸の症状）を示した 5歳未満児
のうち，医療機関または医療提供者から助言または治療を求めた者の割合

感染症

結核治療 発見・治療される結核新規症例の数
HIV治療 現在抗レトロウイルス療法を受けているHIV感染者の成人および小児の割合

マラリア予防 マラリア流行地域における殺虫剤処理蚊帳で就寝した人口の割合［マラリア蔓延国
のみ］

水と衛生 少なくとも基礎的衛生サービスを利用している人口の割合．

非感染性疾患

心血管の予防 高血圧を有する30～79歳の成人における高血圧治療（服薬）のカバー率（年齢調整
推定値）（％）

糖尿病の管理 18歳以上の成人における年齢調整平均空腹時血漿グルコース値（mmol/L）※

タバコの使用 15 歳以上の成人における，喫煙および／または無煙タバコを含むあらゆるタバコ製
品を毎日または毎日ではないが使用する者の年齢調整喫煙率

サービス・キャパシティ
病院へのアクセス 人口10,000人当たり18床を最大閾値とする病院病床密度
保健人材 一人当たり医療専門家（医師，精神科医，外科医）数※（最大閾値あり）
健康危機対応 国際保健規則のコアキャパシティインデックス

※は，2025年の指標のレビューにて改訂が提案されいてる項目[49]
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度な自己負担）が少ない状態であり，すべての地域で，
2000 年以降，サービス・カバレッジは拡大しているこ
とがわかる．しかし，その一方で，医療費による家計の
破綻（家計支出の過度な自己負担）は増えており，特に，
日本が所属するWHO西太平洋地域の国々の医療費によ
る家計の破綻（家計支出の過度な自己負担）は，他の地
域と比べても大きいことがわかる．
さらに，COVID-19 パンデミックが世界的にUHCの進

捗を後退させた．多くの国で定期予防接種や慢性疾患管
理が中断され，医療費負担が増加した．低所得国では，
国際的な医療資源の分配が不均衡であったため，回復が
遅れ，高所得国でも，医療従事者の疲弊や医療提供体制
の逼迫が長期化し，UHCの持続可能性が問われている
[9]．加えて，気候変動が，感染症の拡大や熱中症リス
クの上昇，災害関連の保健需要増加をもたらしており，
各国でレジリエントな保健システム構築を迫られている
[10]．
地理・社会・制度の障壁が重なる人々が，保健サービ
スのアクセスから排除されやすい現状があり[11]，SDGs
の理念と同様に，UHCにおいても「誰一人取り残さな
い」を掲げている．例えば，地理的障壁としては，農村
部や山間部では診療所まで数時間かかることもあり，物
理的な距離の問題から，緊急時の受診が困難である．ま
た，医療機関からの距離と同時に，交通費が負担とな
り，保健サービスへのアクセスへ妨げられる．都市部で

も，スラム居住者は正式な住民登録がないために公的保
険に加入できない場合がある．さらに，社会的障壁とし
て，言語や文化の違いや，性的少数者はスティグマや差
別により，適切なサービス利用できないこともある．医
療従事者による患者や住民への偏見や差別が生じる場合
もある．難民や移民は法的地位が不安定であるため，公
的制度から排除されやすい傾向にあり，障害者は医療機
関の物理的バリア（段差や移動手段の不足）や，情報へ
のアクセス不足などの課題に直面している．このように，
グローバルレベルでの保健医療サービスのアクセスは改
善している一方で，未だに取り残されている人々が存在
する現実があり，社会がグローバル化，複雑化し，情勢
が変化する中，取り残される集団も変化していく可能性
があることを，忘れてはならない．

III．公衆衛生看護の定義と国際的な役割

1．公衆衛生看護の基本的機能
日本公衆衛生看護学会[12]によると，「公衆衛生看護
の対象は，あらゆるライフステージにある，すべての健
康レベルの個人と家族，及びその人々が生活し活動する
集団，組織，地域などのコミュニティである．公衆衛生
看護の目的は，自らの健康やＱＯＬを維持・改善する能
力の向上及び対象を取り巻く環境の改善を支援すること
により，健康の保持増進，健康障害の予防と回復を促進

理想的な

方向

3.8.2

自己負担額が

家計の 10％以

上を占めてい

る世帯の割合

（値が低い方

がよい）

3.8.1 UHC サービス・カバレッジ指数（値が高い方が良い）

第一区分

第二区分第三区分

第四区分

AR

SEAR

EMR

ER

R of A

WPR

[AR] [EMR] [SEAR]

[WPR][ER][RofA]

図2 　SDGs3.8.1(サービス・カバレッジ指数)と3.8.2 (自己負担額が家計の10%以上を占めている世帯の割合)を統合させ
たWHO地域別での進捗状況　[7 図4.3を筆者翻訳]

第一区分が，UHCサービスカバレッジ指数が高く，自己負担額が家計を 10％以上を占める世帯の割合が低い区分．グラフの右上が
理想的な方向．
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し，もって人々の生命の延伸，社会の安寧に寄与するこ
とである．公衆衛生看護は，これらの目的を達成するた
めに，社会的公正を活動の規範におき，系統的な情報収
集と分析により明確化若しくは予測した，個人や家族の
健康課題とコミュニティの健康課題を連動させながら，
対象の生活に視点をおいた支援を行う．さらに，対象と
するコミュニティや関係機関と協働し，社会資源の創造
と組織化を行うことにより対象の健康を支えるシステム
を創生する」と定義づけられる．

2．各国における公衆衛生看護の制度・実践の比較
岡本ら[13]による公衆衛生看護を実践する保健師のコ
アバリューとコンピテンシーは表 2のとおりである．一
方，英語圏ではpublic health nursingやcommunity health 
nursingと称されることが多く，米国の公衆衛生看護四
者連合[14]およびカナダの地域看護師会[15]が，それぞ
れ示すコンピテンシーや基準も表 2のとおりである．い
ずれにおいても，健康増進や予防，コミュニティにおけ
る協働・連携，科学的探究，そしてコミュニケーション
が共通して含まれている．特筆すべきは，岡本らのコン
ピテンシーが3つのコアバリューに基づき，「プロフェッ
ショナルとしての自律と責任」を最初に位置付け，「公
衆衛生の向上に資するシステムの構築」を含んでいる点
である．これは，日本の公衆衛生看護が，個人や家族へ
の直接的支援にとどまらず，地域の健康課題を明らかに
し，必要な社会資源を開発・活用するとともに，関係機
関と連携して地域の保健・医療・福祉システムを構築す
るなど，自律的に地域全体に働きかける役割も担ってい
ることを反映している．
日本の公衆衛生看護の担い手である保健婦（保健師の

前称）は，1937 年の「保健所法」の公布によって制度
上確立された．それ以前には，「社会看護婦」「巡回看
護婦」「農村保健婦」など 100 種類以上の名称が存在し，
活動内容や社会的要請に応じて呼ばれていた．ただし，
すでに 1928 年から 1930 年の間に，日本赤十字社および
聖路加女子専門学校において，3年の看護基礎教育を基

盤に 1年の専門教育として公衆衛生看護教育が開始して
いた[16]．基礎教育においても公衆衛生看護に関する科
目は充実していたが，より高度な知識やその技能の習得
のために専門教育が必要とされ，これは今日の複雑化す
る健康課題に対応する大学院教育へと繋がっている[17]．
東南アジアにおいては，タイが 1935 年にマヒドン大
学で一般看護と公衆衛生を統合した 3年制ディプロマ課
程を開始し，地域の看護人材育成の中心となり，公衆衛
生看護の発展を主導した．WHO東南アジア地域事務所
の報告では，タイの経験をもとに「地域看護（Community 
Health Nursing）」が定義されており，その中核機能は，
1地域の社会資本の把握，2地域の健康状態の評価，3
地域に根差した健康介入の設計と実施，4)行動のため
の健康政策の策定とされている[18]．これらは社会医学
的・政策的アプローチであり，岡本らの「公衆衛生の向
上に資するシステムの構築」や「ポピュレーションベー
スのアセスメントと分析，計画」と共通するものである．
一方，多くの低中所得国では，包括的な公衆衛生サービ
スの強化が急務であり，その担い手となる看護職を含む
公衆衛生人材の育成が国際的に議論されている．タイの
地域看護を手本とするカンボジアやラオスでは，基礎教
育に地域看護が組み込まれているものの，臨地実習は地
域の健康状態の評価のための調査に特化している[19,20]．
さらに，卒後の継続教育は，個別の保健プログラム毎の
内容にと細分化されており，その多くは開発パートナー
の支援によるものが多く，包括的な取り組みを育成する
投資は限られている[21]．そのため，看護人材のキャリ
アパスにおいて公衆衛生看護の重要性が十分に認識され
ておらず，日本が早期に整備した専門性向上や昇進の仕
組みに乏しいことが，この領域への教育投資や人材確保
の障壁になっている．

3．ポストパンデミック時代の公衆衛生看護
1978年のアルマ・アタ宣言から40年後の2018年，ア
スタナ宣言は，ライフコースを通じたすべての人々の
UHCを改めて強調し，基本的な公衆衛生機能（Essential 

表２　公衆衛生看護師のコアバリューとコンピテンシーおよび基準の比較[13-15]
日本公衆衛生学会によるコアバリューと
コンピテンシー（2014）

米国公衆衛生看護四者連合によるコンピ
テンシー（2018） カナダ地域看護師会による基準（2019）

健康の社会的公正，人権と自律，健康と
安全

1.プロフェッショナルとしての自律と責任 1.アセスメントと分析力 1.ヘルスプロモーション
2.実践の発展に資する科学的探究 2.政策立案と事業計画力 2.予防と健康の保護
3.ポピュレーションベースのアセスメント
と分析，計画 3. コミュニケーション 3.健康の維持・回復・緩和ケア

4.健康増進・予防活動の実践 4.文化コンピテンシー 4.プロフェッショナルな関係性
5.公衆衛生の向上に資するシステムの構築 5.地域における実践能力 5.能力強化
6.コミュニティにおけるマネジメント 6. 公衆衛生学的スキル 6.健康の公正
7.コミュニティにおける協働・連携 7.財政計画・評価および管理能力 7.職業的責任と説明責任
8.コミュニケーション 8.リーダーシップとシステム思考スキル
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Public Health Function: EPHF），地域社会の参加，多
部門によるアプローチの重要性を確認した．しかし，
COVID-19 パンデミックは，すでに高齢化，社会的不平
等，地政学的紛争，気候変動の影響に対応しきれていな
かった既存の健康格差をさらに顕在化させ，サービス利
用，受診行動，社会参加に大きな影響を及ぼした[22]．
ポストパンデミック時代においては，その基盤となる

強靭な保健システムの構築が求められており，とりわけ
地域レベルでの保健医療人材の育成と強化が最優先事項
の一つとなっている．WHOが提唱するEPHFは，公衆衛
生システムが最低限果たすべき中核的な 12 の機能を定
義し，それらを実現するために必要な能力（コンピテン
シー）を明らかにするとともに，必要な人材投入を計画
し評価するアプローチを用いることを推奨している．12
の機能は，以下の通りである[23]．
⑴　住民の健康状態や保健サービスの利用状況を観察評
価し，健康へのリスクファクターや脅威を監視するこ
と
⑵　公衆衛生上の緊急事態の管理
⑶　効果的な公衆衛生ガバナンス，規制および立法の確
保
⑷　効率的かつ効果的な保健医療システムと，住民の健
康のための他部門にわたる計画立案・資金調達および
管理を支援する
⑸　環境や産業に伴う危険，感染症，食品の安全性，化
学物質や放射線による影響など，多様な健康リスクか
ら住民を保護すること
⑹　疾病（非感染性疾患および感性性疾患を含む）の予
防および早期発見の促進
⑺　健康とウェルビーイングの促進，より広範な健康の
決定要因や格差に取り組むための行動
⑻　健康とウェルビーイングのために，地域社会の関
与・参加・社会的な動員を確保すること
⑼　公衆衛生人材の適切な量と質の確保
⑽　医療サービスの質とアクセスの確保
⑾　公衆衛生研究の推進
⑿　必須医薬品およびそのたの医療技術への公平なアク
セスと合理的な利用の確保
これらのEPHFの機能においても，地域社会の中で活

動する看護職が積極的に役割を果たすことが期待されて
いる[4]．日本の長い歴史から導かれる教訓は，十分な
訓練を受けた公衆衛生看護師（いわゆる保健師）が，自
律性をもって地域のニーズに応じたチーム活動を行うこ
とで，既存のシステムや文化に適合した健康危機対応を
含む公衆衛生活動を実現できるという点である[24]．こ
の経験は，国境的な文脈においても活用可能であり，公
衆衛生看護コンピテンシーの確立や，それに基づく卒前
教育および継続教育の充実，さらに育成された人材が自
律的に役割を果たせる制度設計への提言に生かすことが
できる[25]．

IV． ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）
実現への公衆衛生看護の貢献

ここでは，公衆衛生看護の具体的な実践が，UHC実
現に向けて，どのように貢献できるのかを，事例もいれ
ながら言及する．

1．コミュニティに根差した包括的なプライマリ・ヘル
ス・ケア（PHC）の提供
UHCの実現にはPHCの強化が不可欠である．WHO/

UNICEFは，PHCを「人々中心の保健システムの基盤」
と位置づけ，その中で看護職の役割を強調している[26]．
WHO西太平洋事務局においても，十分に機能し安定し
た保健システムの中心には，継続的・協調的で，人々中
心のケアを提供できる保健人材が不可欠であり，看護職
はPHCを基盤とした包括的サービス提供の中核的職種で
あると位置づけている[27]．公衆衛生看護は，地域社会
における健康増進・予防，治療，リハビリを統合的に担
い，PHCを第一線で具体化する存在であり[4]，それらの
サービスを，地域資源と連携をしながら，提供をするこ
とは，公衆衛生看護の役割である．例えば，フィリピン
では，地域看護師によるソーシャルサポートが，結核患
者の服薬アドヒアランス改善に影響を及ぼすことが報告
されている[28]．また，エチオピアの「Health Extension 
Program」やケニアの「Community Health Strategy」では，
地域の看護師がコミュニティヘルスワーカー（CHW）
とともに母子保健，予防接種，衛生環境改善，健康教育
等を指導・スーパーバイズする役割として一体的に展開
し，PHCの担い手として，乳幼児死亡率や妊産婦死亡率
の低減，ワクチン接種率の向上に寄与してきた[29]．こ
のようなCHWとの協働による地域に根差したコミュニ
ティ・ヘルス・プログラムによるPHC提供は数多くの国
で展開されており[29,30]，成功に導く要因として，CHW
への十分な教育・相談体制が必須である[31,32]．CHWの
人材育成や地域での活動の支援も公衆衛生看護に期待さ
れる点であり，UHC実現のための基盤整備にも重要な役
割を担っている[4]．

2．脆弱な人々へのアプローチによる格差の是正
前述したとおり，依然として，社会経済的格差や地理
的障壁が保健医療サービスへのアクセスの阻害要因であ
ると指摘されているが[33]，公衆衛生看護は脆弱な集団
へのアクセス確保を担う役割を持つ．
無作為化比較試験の研究を対象にしたシステマティッ
クレビュー論文では，公衆衛生看護活動の一つであるア
ウトリーチ（家庭訪問）が，脆弱な家庭における母子の
健康アウトカムの改善に関連していることを示しており
[34]，このような地域看護師のアウトリーチは，世界の
国々で看護師が主導となり地域で実践されている．イン
ド等の農村地域では，看護師等による移動診療チームが
地理的に孤立した集落を定期的に訪問し，予防接種や妊
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婦健診を届けている[35]．これらの実践は，社会的弱者
のサービスへのアクセスを改善させ，健康格差の縮小を
通し，UHCの理念を体現している．

3．ヘルスリテラシーと住民主体の健康づくり
住民が自ら健康を管理し，適切な意思決定を行える

能力を高めることは，UHCの持続可能性に直結する．
Nutbeamは，ヘルスリテラシーを「人々が健康情報を獲
得・理解し，適切に活用できる能力」と定義し，その涵
養が健康格差是正に不可欠であると論じている[36]．住
民のセルフケア能力やヘルスリテラシー向上のための健
康教育や，地域の健康維持のための活動の支援は，公衆
衛生看護の中心的な実践である．日本においても，住民
の健康づくりへの保健師の関わりは，言うまでもないが，
例えばフィンランドにおいても，公衆衛生看護師が住民
参加型の心血管疾患予防プログラムを推進し，食生活改
善や運動習慣の定着を支援した結果，疾病リスクの低
減が確認されている[37,38]．また，ネパールでは看護師
（School nurse）が学校教育を通じて栄養，思春期の性
教育や感染症予防教育を行い，若年層の健康行動の改善
に貢献している[39]．このような公衆衛生看護の取り組
みは，住民主体の健康づくりを推進し，UHCの社会的
基盤を強化する．

4．健康危機における保健システムのレジリエンス強化へ
の関与
災害や感染症流行時の保健システムのレジリエンス

は，UHCを持続可能にする上で不可欠である．公衆衛
生看護は，地域に根差した活動を通じて健康危機対応の
第一線を担ってきた．2003 年の重症急性呼吸器症候群
（SARS），2015 年の中東呼吸器症候群コロナウイルス
（MERS-CoV）のアウトブレイク，2016 年のジカウイ
ルス感染症，2014 年のエボラウイルス病，そして 2019
年に始まったCOVID-19 のアウトブレイクでは，各国の
地域で，看護師が患者ケア管理等を担い，危機下でも基
礎的保健サービスを維持する役割を果たした[4,40]．日
本の事例も，健康危機対応の際に，柔軟性をもった公衆
衛生看護活動が，住民の健康を守ることに寄与している
ことを示している．2011 年の東日本大震災では，多く
の被災地において自治体保健師は，発災直後には住民の
被災状況の確認，避難所の開設などの組織運営の業務か
ら，被災者の健康管理までを実施し，心理的ストレスや
PTSDへの対応として，精神科医との連携により地域住
民の精神的健康を支えた[41]．このような経験は，公衆
衛生看護が災害後の健康危機管理において，個々の健康
を支えることから，支援の管理までを担う役割として，
不可欠であることを国際的に示す事例となった．
このように，災害や感染症といった健康危機への対応

において，公衆衛生看護は重要な役割を担ってきた．そ
の実践は，単なる一時的な対応にとどまらず，レジリエ
ントな保健システムを構築する基盤となり，UHCの持

続性を保証するものである．

V． 公衆衛生看護のグローバル・ヘルスへの貢
献のための今後の課題と展望

1．公衆衛生看護職のグローバルレベルでのコンピテン
シーの確立
上述した通り，公衆衛生看護は，地域に根差した実践
を通じて健康格差の是正やUHCの推進に大きく寄与し
ている．しかし，各国での役割定義や業務範囲は多様で
あり，国際的に比較可能なコンピテンシーの枠組みは十
分に確立されていない[42]．その結果，教育カリキュラ
ムや研修内容に差異が大きく，専門性の可視化が進んで
おらず，災害対応や感染症流行，超高齢社会への対応な
どグローバルに共通する課題領域に関しても，各国で
の求められる能力やその標準化までには至っていない
[43,44]．各国でのコアバリューやコアコンピテンシーの
基準はみられるものの[13-15]，今後は国際的なコンピテ
ンシーのフレームワークを策定し，エビデンスに基づく
実践，ライフコース視点，多職種協働，災害・危機対応，
アドボカシー能力などをコア領域とし，地域特性や文化
的多様性を尊重しつつ共通性を確保するものの，各国の
教育課程に適応可能な形で標準化を進める必要性がある．

2．国際的なネットワークの必要性
公衆衛生看護は各国の保健医療体制の基盤を支える職
種であるが，国際的なネットワークや連携の仕組みは依
然として限定的である．グローバルなつながりとして，
Global Network of Public Health Nursing[45]のネットワー
クがあり，数年に一度の国際会議を開催している．しか
し，その参加には国や地域の偏りがあり，制度や役割定
義の違いにより，公衆衛生看護の専門性や成果を国際的
に比較・共有することが難しい[46]．国を超えた課題に
対して国際協働が不可欠であるにもかかわらず，そこに
は低・中所得国の視点の反映は十分とはいえず，グロー
バルな課題の解決に寄与するための能力開発や人材交 
流の阻害要因ともなっている．公衆衛生看護が国際的に
参画できるネットワークを強化し[47]，共同研究や教育
プログラムを通じた人材交流を推進し，国際的に実践知
の共有を促進する環境が必要である．

3．公衆衛生看護人材に関するデータの整備
上述の通り，どのような場面での看護の実践を公衆衛
生看護実践とするかは，国により異なる．公衆衛生看護
職は地域の健康格差是正や予防的介入に重要な役割を
担っていると考えられるが，その業務の内容や配置状況
に関する定量的測定や国際比較可能なデータは十分に
整備されていない．2017 年にWHOによる国の保健人材
情報の収集や管理のプロジェクトであるNational Health 
Workforce Accounts（NHWA）が開始されて以来，医療
従事者に関するデータの入手の可能性とその質は，著
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しく向上した[48]．NHWAのデータは，保健人材に関す
る国際的な取り組みを支え，的確な意思決定を可能と
し，資源配分を導くことによって，世界の保健人材シス
テムの発展にきわめて重要な役割を果たしている．ただ
し，多くの国では「公衆衛生看護師」「コミュニティナー
ス」など名称や職種の定義が異なり，統一的な分類がな
されていないことから，国際比較が困難な状況である
[49]．上述した，グローバル基準でのコアコンピテンシー
の確立ともつながるが，公衆衛生看護師の標準的な定義
と測定指標の整備と，そこでは配置数にとどまらず，活
動領域・対象集団・成果指標を組み合わせた複合的デー
タ収集を推進することが求められる．UHCサービス・
カバレッジ指数に，2025 年から看護職数が含まれるよ
うになったことは一歩前進である[50]．

4．看護職の政策参画・リーダーシップの強化
本課題は，公衆衛生看護に特化した課題ではなく看護

職全体の課題ではあるが，看護職は医療・保健システム
の最大の人材資源でありながら，政策形成や意思決定の
場における参画は依然として限定的である[51]．Hajiza-
dehらが実施したシステマック・レビュー [52]では，看
護職が政策策定の関与に関する要因として，看護職自身
の課題として，政策提言スキルの教育が限られ，そのス
キルが欠如していること，看護職が政策形成に関わるし
くみが制度化されていないことが，参画の障壁となるこ
とも課題であると示している．この結果，看護職が現場
で蓄積した知見が政策に十分に反映されず，現場と政策
の乖離が生じている可能性もある．看護職が保健政策の
形成および意思決定過程において影響力を発揮できるよ
う，教育・制度両面からの支援が必要であることが指摘
されており[4]，さらに，政府首席看護官の配置やリー
ダーシップ開発プログラムを有する国ほど，看護教育や
勤務環境に関する規制体制が整備されている傾向が示さ
れている[4]．したがって，例えば，大学院教育や継続
研修においてリーダーシップ・アドボカシー・政策形成
に関するカリキュラムを強化する等，各国において制度
的なリーダーシップの育成の仕組みを構築し，看護職が
保健医療政策の決定過程において，対等に参画し，その
専門的知見を政策形成に反映できる仕組みを構築するこ
とが求められる．こうした取り組みは，看護職の専門性
を政策に反映し，持続可能な保健システム構築へとつな
がる．

VI．おわりに

本稿では，グローバル・ヘルスの中心的課題にある
UHCの進捗とその課題について説明をし，UHCの実現
に向けて公衆衛生看護がどのような視点で貢献しうるの
かを概説した．公衆衛生看護のUHCへの貢献を可視化
するためには，いまだいくつかの課題があり，公衆衛生
看護のグローバルレベルでのネットワークを強化し，公

衆衛生看護の実践と教育の標準化が必要である．PHCの
アプローチによる公衆衛生看護の実践は，日本の公衆衛
生看護の強みでもあり，日本の保健師活動は，地域で包
括的な健康管理，災害対応，母子保健，高齢者支援など
を統合的に行う公衆衛生看護モデルとして国際的示唆を
与えうる[53]．
地域での個人と集団の健康データを活用し，科学的
根拠に基づく実践と，そこからの施策・政策形成は，
UHCの「誰一人取り残さない」原則に整合し，今後は，
グローバル，特に日本が所属するWHO西太平洋地域の
おけるネットワーク強化を通じて，日本の保健師の実践
モデルや人材育成体系を国際的に共有し，世界における
公衆衛生看護のUHC推進への貢献を強化することが求
められる．
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